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はじめに

2

出典：海上保安庁「令和元年海難の現況と対策」

多くの海難がヒューマンファクターを起因として発生

自律船の技術によるヒューマンファクターを補完することで安全性向上に大
きく寄与

自律船技術で低減できるリスクは何か？
（事故調査データ解析から）

リスク低減効果の検討
（操船シミュレータ実験から）

自律船開発にもとめられるもの
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事故調査データ解析の流れ

1. 操船者の認知タスクを「情報取得」「状況分析・行動計画」「実行・制御」で構成さ
れると整理し、どのタスク阻害が端緒となって事故に至ったかを同定。

2. Systematic Cause Analysis Technique (SCAT)に基づき、タスク阻害の原因・背後要因・対
応策を分類

①阻害原因

②背後要因

③対応策

・当事者の行為
・環境条件

・既存船を前提
での対応策

 データ元：運輸安全委員会事故調査報告書（2009年発足時から2020年4月公表 軽微事故除く）
 20GT以上の船舶（漁船、遊漁船、プレジャーボートなどは除く）の操船事故 約1200件

・当事者の状態
・業務の状態



© 2016. NYK Group. All rights reserved. 4

事故調査データ解析結果の概要

630
523

25 14

情報取得

実行・制御

状況分析・
行動計画

稼働条件外※

※稼働条件外：無資格者が当直に従事していた際の事故
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事故調査データ分析結果の概要

情報取得

実行・制御

状況分析・
行動計画

居眠り

見張りにおける
見落とし

風潮流影響
考慮不十分

不正確/曖昧な
他船との見合い関
係予測・判断

稼働条件外

不正確な他船/障
害物の位置判断

不適切な
水路調査

事故の多くが、必要な情報の欠落や不正確な状況判断
＝人間の情報処理能力の限界 に起因

当直放棄
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「マジカル・ナンバー 4±1」
人間が短期記憶できる情報は3ないし4、せいぜい5つ程度

（Nelson Cowan (2001)

加えて、様々な要因により、
同時に把握できる情報は減少する。

6

人間の情報処理特性

人間が同時に把握できる情報は極めて限られる

疲労
モチベーション

低下

知覚特性

加齢

一方で、柔軟性が高く、大局的な状況判断が可能
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機械によるヒューマンファクター補完

認知タスク 既存船での阻害原因 背後要因 機械による補完

情報取得

不適切な水路調査
手順省略・知識
不足

航行海域情報のDB化

居眠り 疲労

各種センサからのデー
タ収集・統合

当直放棄
手順省略、体調
不良

見張りにおける見落とし
情報処理能力の
限界、知覚特性、
注意散漫、怠慢

状況分析・
行動計画

不正確な他船/障害物の
位置判断 情報処理能力の

限界、経験によ
るバイアス、知
識・技能不足、
怠慢

データに基づく状況分
析・行動計画の作成

不正確/曖昧な他船との
見合い関係予測・判断

風潮流影響考慮不十分

情報欠落
低減

状況認識
精度向上

実行・制御
機械による補完により、

人間の意思決定（行動判断）を支援
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自律船における人と機械の機能分担

現状 乗組員
船上の機械

乗組員 乗組員

有人自律 船上の機械
乗組員

船上の機械
乗組員

船上の機械
乗組員

乗組員

完全自律 船上の機械 船上の機械 船上の機械 船上の機械

遠隔 船上の機械 船上の機械 船上の機械 遠隔
オペレーター

情報取得 状況分析 行動計画
実行・制御

（承認）タスク

• 高度な機械支援（分析・計画策定）により人間の情報処理能力を補完

• 行動判断は人間が担い、現場の海技者が運航（柔軟な判断が可能）

開発においては、ユーザ（海技者）の視点が重要
画像引用： 1. Yara International ASA, The first ever zero emission autonomous ship, March 14, 2018, https://www.yara.com/knowledge-grows/game-changer-for-the-environment/

2. Rolls-Royce plc, AHEAD OF THE PACK, https://www.rolls-royce.com/~/media/Files/R/Rolls-Royce/documents/customers/marine/tug-brochure-2017.pdf

https://www.yara.com/knowledge-grows/game-changer-for-the-environment/
https://www.rolls-royce.com/~/media/Files/R/Rolls-Royce/documents/customers/marine/tug-brochure-2017.pdf
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輻輳海域における操船者の認知タスク

現状：個々の他船とのCPA*、TCPA**から、未来の相対関係を予測
⇒ 輻輳海域では、多数の情報から複雑な状況判断が求められる。（熟練スキルが必要）

*CPA:最接近距離:distance to the Closest Point of Approach)
**TCPA:最接近時間:Time to the Closest Point of Approach)

輻輳海域における操船のイメージ シンガポール合流の例
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衝突リスク表示による操船者の状況認識支援

従来OZT （先期）海域リスク 海域リスク(改良版)
先期の衝突危険領域 改良衝突危険領域

日本郵船海技者の操船感覚をデータ化し、指標として可視化
することで、状況認識を支援

衝突リスクレベル表示の例

衝突リスクレベル指標⇒本当に危険な船を気づかせる
衝突リスクエリア表示⇒危険なエリアを気づかせる

衝突リスクエリア表示の例

画像提供：古野電機株式会社

国土交通省が推進する海事生産革命 (i-Shipping) における支援事業「船舶の衝突リスク判断と自律操船に関する研究｣として平成28年度「先進安全船舶技術研究開発支援事業」の補助対象事業に採択
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・シンガポール合流を想定したシナリオを用い、シミュレータ実験を実施
・被験者：プロの航海士・船長

11

衝突リスク表示の支援効果

 

【支援なし】 

 

【支援あり 1】 

 

【支援あり 2】 

 

500m×500m 500m×500m 500m×500m

 

【支援なし】 

 

【支援あり 1】 

 

【支援あり 2】 

 

500m×500m 500m×500m 500m×500m

表示なし（通常操船） 表示あり（個船リスク表示） 表示あり（危険領域表示）

4名の航跡は
収斂傾向

1名が衝突、
3名の航跡は
収斂傾向

被験者4名
のうち2名
が衝突

衝突なし
衝突あり

シナリオイメージ

衝突リスクのある海域が視覚的に認識しやすく、
適切な行動判断が可能に

国土交通省が推進する海事生産革命 (i-Shipping) における支援事業「船舶の衝突リスク判断と自律操船に関する研究｣として
平成28年度「先進安全船舶技術研究開発支援事業」の補助対象事業に採択
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衝突リスク表示の支援効果

危険領域表示画面を用いた操船シミュレータ実験
・被験者：学生15名
・前述の実験と同じシナリオを用いて実験

500m×500m500m×500m

表示なし（通常操船） 表示あり（危険領域表示）

衝突なし
衝突あり

衝突なし
衝突あり/逆走

多くの被験者
が衝突

表示によるリスク低減効果が認められたが、
衝突・逆走を回避できないケースもあり

航跡が収斂され、衝
突減少したが、衝突
3件、逆走1件あり
（表示と実際の状況
を対応づけることが
できていない）

国土交通省が推進する海事生産革命 (i-Shipping) における支援事業「船舶の衝突リスク判断と自律操
船に関する研究｣として平成28年度「先進安全船舶技術研究開発支援事業」の補助対象事業に採択
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操船実務
知識・技能 操船実務

知識・技能

表示に
よる支援

安
全
性

高

衝突リスク表示の支援効果

実務能力＋機能利用で
安全性を最大化

プロの船長・航海士 学生

低

支援表示機能を有効に利用するには、
前提となる知識・技能が必要

教育・訓練を含めた運用の検討が重要
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有人自律船
＝人と機械の

ベスト・ミックス

14

有人自律船の今後の課題 ～ヒューマンファクターの視点から～

ユーザー

（海技者）

高度な

支援機能

教育

訓練

ヒューマン・

マシン・イン

ターフェース

画像提供：日本無線株式会社
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まとめ

ヒューマンファクターに起因するリスクを有人自律船により低減

• 高度な支援機能を用いて、必要な情報の欠落や不正確な状況判断を防ぎ、
最終的な判断を人間がすることで、安全性向上

衝突リスク表示による操船者の状況認識支援の効果を確認

• 現場の海技者が実務経験により培った操船感覚に基づいた指標を採用する
ことで、操船者が違和感なく、危険を回避できる行動判断が可能。

• 支援機能を使いこなす上で、前提となる操船実務の知識・技能も必要。

今後の課題

• 実務者の視点から、高度な支援機能のあり方、ヒューマンマシンインター
フェース、教育訓練のあり方について、検討・検証していくことが肝要。
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